
 

 

平成２１年度 

篠山市当初予算の概要 

平成２１年２月 

兵庫県篠山市 



 

 

 平成２１年度の一般会計の予算規模は、２３１億７，０００万円（対前年度比１４億４，３００

万円の増、率にしてプラス６．６％）となっています。これは、財政の健全化に向け市債の繰り上

げ償還６億４，９００万円並びに地域医療確保のため兵庫医科大学篠山病院の建設補助として１９

億１，３７５万円があるもので、これら２５億６，２７５万円を除くと対前年度比マイナス１１億

１，９７５万円となり、実質５．２％のマイナスという予算となっています。次に特別会計につい

ては、今年度から診療所特別会計を廃止し、国民健康保険特別会計（直診勘定）に統合したため９

会計となっています。特別会計の合計では、１２０億９６４万円（対前年度比１億７，８６５万円

の減、率にしてマイナス１．５％）となっています。２つの企業会計は合計２８億３，９５３万円

（対前年度比８，５３１万円の減、率にしてマイナス２．９％）となっています。 

 以上、全会計を合わせた平成２１年度篠山市当初予算案の総額は、一般会計の増が影響し３８０

億１，９１７万千円（対前年度比１１億７，９０４万円の増、率にしてプラス３．２％）となって

います。 

１ 財政規模 

区     分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率（%） 

一般会計 231億7,000万円 217億2,700万円 14億4,300万円 6.6 

特別会計〔９会計〕 120億964万円 121億8,829万円 △ 1億7,865万円 △ 1.5 

企業会計〔２会計〕 28億3,953万円 29億2,484万円 △ 8,531万円 △ 2.9 

合     計 380億1,917万円 368億4,013万円 11億7,904万円 3.2 

平成２１年度 当初予算 
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地方交付税 前年度比＋3億800万円 
   雇用創出や地方の元気回復の財源措置が講じられたため、増  

   額となりました。交付税の振替措置である臨時財政対策債との  

   合計では、前年度予算から約6億円の増となります。 

国庫支出金 前年度比＋1億8,809万円 
小・中学校の耐震補強にかかる国庫補助金などにより前年度予算

から増となりました。 

県支出金 前年度比＋733万円 
  衆議院議員選挙、県知事選挙にかかる県委託金など  

  により前年度予算から増となりました。 

分担金及び負担金、使用料及び手数料  

             前年度比 △2,642万円 
 分担金及び負担金1,994万円減、使用料及び手数料648万円減 

歳 入 

市債 前年度比＋9億1,280万円 
 兵庫医大篠山病院建設補助に使うための借入約12億円と臨時   

 財政対策債の増が主な増加要因となっております。 

繰入金 前年度比＋2億9,483万円 
 兵庫医大篠山病院の建設補助を行うため基金を取り崩したことに

より、増となりました。 

地方譲与税・交付金等 前年度比△9,515万円 
 景気の悪化を反映して、株式等譲渡所得割交付金・配当割交       
   付金等が減となりました。 

市税 前年度比△1億8,414万円 
 前年度と比べ減少している主な要因は、固定資産税の評価替 
  えによる減及び景気悪化による市民税の減です。  

財産収入、寄附金、繰越金、諸収入 

         前年度比 ＋3,766万円 

54億6,689万円 

11億249万円 

93億円 

9億9,528万円 

11億924万円 

9億9,123万円 

13億9,241万円 

23億1,080万円 

5億166万円 

２ 一般会計予算の概要 
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歳 出 

議会費,労働費,商工費,諸支出金、予備費 

        前年度比△2億492万円 

公債費 前年度比△1億1,009万円 
 前年度に引き続き繰上償還を行うため元金は少し増となってお 
 りますが、利子が減少しているため前年度より減となりました。 

総務費 前年度比＋1億2,965万円 
 職員人件費のうち退職手当特別負担金が増加したこと、昨年度 
 まで民生費に計上していた保育園の非常勤嘱託員を臨時的任 

 用職員として総務費に計上したことなどが主な増加要因です。 

民生費 前年度比△2億4,732万円 
 国民健康保険特別会計、老人保健特別会計への繰出金や地 
 域介護・福祉空間整備交付金事業費が減となったこと、保育 

 園の非常勤嘱託員にかかる経費を総務費に計上したことで減と   

 なりました。 

衛生費 前年度比＋21億341万円 
  兵庫医大篠山病院へ建設補助を行うため、前年度と比べ大幅  

  な増となりました。 

農林水産業費 前年度比△1億5,096万円 
   昨年度実施した今田薬師温泉第二泉源工事にかかる農業公 

 園整備事業の完了による減のほか、ため池整備（山立池）の完 

 了による減が主な減少要因です。 

土木費 前年度比＋2,728万円 
 国庫補助道路整備事業の増額や下水道事業特別会計（公共下 
 水道、特別環境保全公共下水道）への繰出金が増加しました。 

消防費 前年度比△3,068万円 
 消防団員の退職報償金が大幅に増加しましたが、国の第2次補 
 正予算による20年度への振替により、防災基盤整備事業が減と 

 なりました。 

教育費 前年度比△7,336万円 
 篠山城跡保存修理事業の減、西紀運動公園の管理費の減など 

 により前年度より減少しました。 

22億8,996万円 

38億4,850万円 

39億2,986万円 

12億2,267万円 

21億1,896万円 

6億5,781万円 

59億4,850万円 

5億6,600万円 

25億8,774万円 

9.9% 

17.0% 

 9.1% 

 2.8% 

 11.2% 

 2.4% 

構成比 

16.6% 

5.3% 

 25.7% 
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３ ポイントとなる施策 

丹波篠山築城４００年記念事業 
 

平成21年度に篠山城跡は築城400年を迎えます。

「暮らしと住まい」「歴史と文化」「観光」を掲

げ、ここに暮らす人々や丹波篠山に魅力を感じ

る人々とともに新たな価値を創造し、「懐かしく

て新しい」未来を目指します。メイン期間は4月

から10月。4月4日はオープニングイベント。文化

講座（桂文珍氏による落語講演会）、大手前展示

館での企画展、丹波篠山学（歴史作家による講演

等）、丹波篠山のまつり

（鉾山大集合他）、丹波

篠山の美（マイ箸キャ

ンペーン）、新特産創造

（う米もんフェスタ

他）、帰ろう住もう運動

（篠山暮らし案内所）、

丹波篠山の家関連（コ

ンテストなど）。 

予算額 2,486万円 

地域医療対策事業 
 

平成20年7月市の中核病院である兵庫医科大

学篠山病院の存続が決まりました。それに伴

い兵庫医科大学が現在の病院を建て替えら

れることから、その整備費用の一部を補助し

ます。平成22年度からは新しい施設での再出

発となります。建設の概要は鉄筋コンクリー

ト造4階建て、180床、約11,700㎡。 

予算額（市の補助金として）19億1,375万円 

環境防災学習事業 
 

環境と防災の知識を深める

ことを目的に、環境と防災

みらい学校を開講します。

小学生と保護者の方を対象

とし、全11回の講座を実施

します。 

予算額 44万円 

まちづくり協議会支援事業 

 
地域コミュニティの再生を目指し、市内19

校区を単位としたまちづくり協議会の設置

を進めています。その活動の支援として新

たに地域づくり交付金（テーマ型：定住促

進）を創り、補助金等の一括交付化と地域

の特色を生かした活動を支援していきま

す。 

予算額 2,504万円 

住
み
よ
さ
い
ち
ば
ん 

ふるさと日本一、篠山市 

子
育
て
い
ち
ば
ん 

魅
力
い
ち
ば
ん 

元
気
い
ち
ば
ん 

市
役
所
い
ち
ば
ん 

「ふるさと日本一、篠山市」をめざし、市民が心をひとつにして取り組ための方策として、５つの

「いちばん」を柱としています。この５つの「いちばん」を実現するため、まちづくりシンボル・

プロジェクトとをはじめポイントとなる施策についてお知らせします。 

新
規 

新
規 

新
規 
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国庫補助道路整備事業 

 
市道大沢新栗栖野線の整備を行ないます。

(平成19～23年度継続事業、全体整備延長

1,550ｍ）。 

予算額 2億9,000万円 

学校施設耐震化事業 

 
耐震診断の結果、危険度の高い建物から優

先して耐震工事を平成20年度から実施し

ています。今年度は西紀小学校校舎・体育

館で予算額 5,106万円、丹南中学校校舎

で予算額 2億794万円の補強工事を実施

します。 

結婚相談室の開設 
 

市の相談窓口として男女共同参画センターに

予約制による個別相談コーナーなどを備えた

「結婚相談室」を平成21年6月から開設します。

そこでは、登録制により市内の結婚を希望する

独身者の相談に応えられる場所にしていきま

す。 

予算額 128万円 

特別支援学校増築事業 

 

 
篠山養護学校の高等部の生徒増に対

応するため教室の増築を行ないま

す。増築面積、217㎡を予定し、4教

室等整備工事。 

予算額 4,303万円 

学校教育推進事業 

 
「地域が誇りに思う教育を推進す

る」を教育目標のひとつとして教

育実践に取り組んでいます。具体

的には花と絵本と音楽のある学舎

事業、小学校外国語活動支援事業

など。 

予算額 909万円 

 

地上デジタル放送受信対策事業 
 

市内に30 以上ある自主共聴組合が施設を改
修する場合や、新たに共聴組合を設立して施

設を設置する場合に、割高な費用負担を軽減

するために助成を行ない、平成23年のアナロ
グ放送終了に向け速やかな移行ができるよ

う支援します。 

予算額 2,721万円 
ＭＩＣＳ（汚水処理施設共同整備）事

業 

 
下水道施設やし尿処理場が共同で利用でき

る汚水処理施設の整備をすすめ、コストの

縮減を図ります。一般会計では共同施設と

なるあさぎり苑の耐震補強工事を実施しま

す。 

予算額 3,000万円 

新
規 

新
規 

新
規 

新
規 新

規 
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篠山城下町地区整備事業 

 
平成20年度から篠山城下町地区を整備。今年度

は道路美装化、街灯整備をすすめます。 

予算額 2,004万円 

町並整備事業 

 
伝統的建造物群保存地区内にある建物の

保存修理（河原町3棟、西新町1棟、小川

町1棟、東新町1棟）に対して助成を行い

ます。また、防災対策として消火栓ボッ

クス等の整備を実施します。 

予算額 4,268万円 
アグリプラン２１事業 

 
平成21年2月に「農都宣言」を行い篠山にとって

農業が基幹産業であることを明確に位置づけ

ました。その具現化する施策として「アグリプ

ラン21」を改訂し農業を夢のある産業として振

興施策の充実に努めます。具体的には担い手支

援対策（「篠山農業担い手サポートセンター」

の開設）。特産物振興対策（全国ブランドであ

る丹波篠山黒豆（黒枝豆）をはじめとする特産

物のさらなる確立をめざす）。土づくり対策（篠

山農業の基礎となる土の再生を図る）の３つを

進めます。 

予算額 497万円 

観光まちづくり推進事業 

 
観光資源の発掘や活用、創出を目指した取

り組みを進めます。具体的には、他の観光

地との連携、案内板の設置等を実施しま

す。 

予算額 452万円 

妊婦検診助成事業 

 
子育て支援として、妊

婦健康診査に対する助

成制度を大幅に拡充し

ます。回数及び補助金

上限額を引き上げ、従

来の2回以上2万円を14

回7万円に拡充します。 

予算額 2,100万円 

幼児教育推進事業 

 
幼保一体化として、八上、城南校区で幼

稚園児の預かり保育を実施します（くす

のきクラブ、定員30

名を予定）。 

予算額 1,394万円 

新
規 

新
規 

新
規 

6 



 

 

市内企業紹介 

 
市内企業の事業内容や活動状況等を紹介し、最

新情報を発信することで、市内就労の拡大を図

ります。市広報に毎月掲載します。 

予算額 65万円 

また、市内企業紹介冊子を作成し、大学、専

門学校、市内高校等に配備を依頼し、若者の

地域定着やＵターン促進を目指します。 

予算額 30万円 

総合窓口開設準備 
 

平成22年1月からワンストップ総合窓口「ささっと

フロア」を開設します。従来は、サービスの種類や

内容ごとに別々の課で窓口業務を行っている業務

を一つの窓口で対応できるようにするもので、窓

口カウンターの整備、システム改修や窓口案内サ

イン工事等を行います。 

予算額 647万円 

担い手育成支援事業 

 
「篠山農業担い手サポートセン

ター」を開設し、担い手・農地の集約

等統括支援を行います。 

予算額 1,430万円 

フロアーイメージ 

丹波篠山築城４００年祭マスコット 

         「まるいの」 

新
規 

新
規 

新
規 
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４ 主な財政指標 

平成19年度までは施設の維持管理経費や特別会計への繰出金の増により指数が上昇し財政の

硬直化がすすんでいましたが、平成20、21年度では篠山再生計画により人件費など義務的経

費の削減が進み、指数が低下しています。平成21年度当初予算では96.9％を見込んでいま

す。 

合併後取り組んできた基盤整備が概ね終了しており、一般会計は平成16年度から残高は減

少しており、平成21年度末の残高見込は、一般会計で413億円、特別会計353億円、公営企

業会計166億円の合わせて932億円で対前年度比△4.9％となります。今後も引き続き健全

財政にむけ市債発行の抑制や繰上償還を行います。 

合併後の懸案課題を早期に解決するため取り組んできた事業にかかる市債の償還が本格化し

ているため、比率が上昇傾向にあり、平成21年度当初予算では22.8％（3ヵ年平均）を見込ん

でいます。平成22年度から普通交付税の合併算定替の段階的縮減期間を迎えさらに比率が上

昇すると見込まれますので、今後は極力市債の発行を抑え、繰上償還を行うことにより実質

公債費比率の抑制に努めます。 

（単位：％） 

（単位：％） 

1,118 
1,085 

1,035 
980 

932 

（単位：億円） 
市債残高 

実質公債費比率 

経常収支比率 
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1.住みよさいちばん 
                        

地方の市町村は、少子高齢化が一層進む傾向にあります。このため、市民生活の根本になる公

共的なサービスを維持・確保して、持続できる地域社会をつくろうと懸命です。 

幸い篠山市では、兵庫医科大学篠山病院の存続が決まり、地域医療体制の維持にも目途がつき

ました。また、介護などの福祉でも質の高いサービスが提供されています。 

こうした市民生活に欠かせない基本的なサービスは、絶え間のない努力によって、これからも

市民のみなさんとともに充実させていかなくてはなりません。また、時代の移り変わりにより、

高齢者の交通事故問題など、新しい課題にも取り組み、素早く対応して、安心・安全な生活環境

をつくっていかなくてはなりません。 

このため、市民生活に欠かすことのできない基礎的な行政サービスを確保するとともに、ＮＰ

Ｏや地域で支え合う仕組みを再構築していくことで、住よさいちばんの新しい篠山をめざしま

す。 
 

□介護保険費 ------------------------------------------------------------------------  ４９２，５７９千円 
□後期高齢者医療費 -----------------------------------------------------------------  ６０７，３９５千円 
□敬老事業 ---------------------------------------------------------------------------------  ３，４７５千円 
□老人クラブ助成事業 ----------------------------------------------------------------    １４，１５１千円 
□人生８０年いきいき住宅助成事業 ------------------------------------------------  ６，５９７千円 
□老人保護措置事業 ------------------------------------------------------------------  ６３，５５６千円 
□高年齢者就業機会確保事業 --------------------------------------------------------  １３，３８０千円 
□在宅高齢者支援事業 ---------------------------------------------------------------  ３０，２００千円 
□老人医療費助成事業 ----------------------------------------------------------------    ３３，２９４千円 
□老人保健医療費給付事業---------------------------------------------------------------  １，０４０千円 
□予防費 -----------------------------------------------------------------------------------  ４６，２７１千円 
□生活習慣病予防対策費-----------------------------------------------------------------  ４３，４５７千円 
□国民健康保険事業(特別会計) ---------------------------------------------  ４，８２１，５４１千円 
□休日診療所事業 ----------------------------------------------------------------------    １５，１４４千円 
□地域医療対策事業 ［新規］------------------------------------------------    ２，０９４，７１６千円 
□社会福祉協議会助成費 --------------------------------------------------------------  ５７，０８９千円 
□障害者自立支援法給付事業--------------------------------------------------------- ４６８，４５１千円 
□障害者医療費 ------------------------------------------------------------------------ １０８，０７７千円 
□国民年金費 ---------------------------------------------------------------------------     １２，０５４千円 

 

 

「ふるさと日本一、篠山市」をめざし、市民が心をひとつにして取り組む５つの「いちばんを実

現するため、４つのまちづくりシンボル・プロジェクトを掲げました。 

これは、篠山再生のまちづくりを進めるにあたって、市民生活が行政の個々の分野で成り立つも

のではないことから、それぞれの目標に向かって様々な事業を連携させることで、一体的・複合的

に実施する事業をまちづくりシンボル・プロジェクトとして位置づけたものです。 

 
  □まちづくり協議会支援事業 ------------------------------------------------------------- ２５，２４３千円 
  □丹波篠山築城４００年記念事業 -------------------------------------------------------    ２５，８６４千円 
  □ふるさと篠山へ帰ろう住もう運動推進事業 -----------------------------------------------   ６００千円 
  □丹波篠山ふるさと応援団事業----------------------------------------------------------------  ３，０７２千円 

５ 具体的予算措置 

◎ ４つのまちづくりシンボルプロジェクト 
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□生活保護措置事業 ------------------------------------------------------------------  ２５３，２５４千円 
□人権推進費   -------------------------------------------------------------------------   ９８，４６６千円 
○人権対策管理費 ------------------------------------------------------------------   ４１，８０７千円 
○人権政策啓発事業 -----------------------------------------------------------------    ８，１６７千円 
□隣保館等運営費 ---------------------------------------------------------------------   ６３，２６６千円 
□男女共同参画費 --------------------------------------------------------------------------   ２，８３８千円 
□交通安全対策費 -----------------------------------------------------------------------   ２２，１３４千円 
□防犯対策費 -----------------------------------------------------------------------------    ２，７０１千円  
□消防体制および防災業務の充実 

○常備消防費 ------------------------------------------------------------------------  ５１８，５６７千円 
○非常備消防費 ---------------------------------------------------------------------  １１０，２５２千円 
○非常備消防施設管理整備費 ------------------------------------------------------  ２０，４５５千円 
□災害対策費 -----------------------------------------------------------------------------    ８，５３５千円 
□公共交通対策事業 -------------------------------------------------------------------  ８３，３４５千円 
○コミュニティバス運行補助金 ----------------------------------------------------    ２４，９９０千円 
○市単独バス対策等補助金 --------------------------------------------------------   ３９，３４９千円 
○乗合タクシー運行補助金 ----------------------------------------------------------    ３，９６９千円 
○代替バス運行補助金 -----------------------------------------------------------------   ２，３４１千円 
○バス対策(県単独路線維持)費補助金----------------------------------------------      ４，５７２千円 

□国庫補助道路整備事業 --------------------------------------------------------------  ２９６，１１９千円 
□橋りょう整備事業 -----------------------------------------------------------------------   ６，５００千円 
□市営住宅管理費 -------------------------------------------------------------------------   ６３，７９３千円 
□篠山の家推進事業［新規］----------------------------------------------------------------------   ３１８千円 
□環境衛生費 ---------------------------------------------------------------------------      １４，７９６千円 
○環境フォーラム［新規］・環境基本計画策定--------------------------------------------  ３００千円 
□公害対策費 ---------------------------------------------------------------------------    １，１７３千円 
□斎場運営管理費 ------------------------------------------------------------------------  ６３，７０２千円 
□小型合併処理浄化槽整備事業 -------------------------------------------------------     ７，５４６千円 
□塵芥処理費 ---------------------------------------------------------------------------- ３８１，６６６千円 
□塵芥収集費 ----------------------------------------------------------------------------    １１４，４９８千円 
□し尿処理費 ---------------------------------------------------------------------------- １５４，０３８千円 
□水道事業(水道事業会計) ----------------------------------------------------  ２，７０８，７９６千円 
□下水道事業(特別会計) --------------------------------------------------------  ２ ，５７２，６９９千円 
□農業集落排水事業(特別会計) ------------------------------------------------------- ７８９，４９６千円 
□社会教育活動事業(公民館)---------------------------------------------------------------      ５，７６０千円 
□地域づくり推進事業(公民館)----------------------------------------------------------     １１，６２８千円 
□高齢者大学運営事業 ---------------------------------------------------------------------     ７，２０７千円 
□図書館管理運営費 ---------------------------------------------------------------------    ６６，１４２千円 
□四季の森生涯学習センター事業費 --------------------------------------------------      ２，５４５千円 
□篠山チルドレンズミュージアム管理運営費 ------------------------------------     ３１，９４０千円 
□丹波篠山ビデオ大賞 --------------------------------------------------------------------   １，３００千円 
□生涯学習支援「まなびすとバンク」事業 ------------------------------------------------  １６６千円 
□海洋センター運営費 --------------------------------------------------------------------   ３，８５５千円 
□西紀運動公園管理費 --------------------------------------------------------------------  ２５，０８０千円 
□篠山総合スポーツセンター管理費 ------------------------------------------------- ３３，０５５千円 
□川代体育館管理費       ---------------------------------------------------   ６，２５５千円 
□ＡＢＣマラソン大会補助金 --------------------------------------------------------------  ２，０００千円 
□地上デジタル放送受信対策事業［新規］------------------------------------------- ２７，３２９千円 
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2.子育ていちばん 

 
篠山での子育て環境や教育環境は、豊かな自然環境に恵まれ、おじいさん、おばあさんなどの 

家族、地域のおじさん、おばさんなど周囲の人たちの支援も受けやすいなど、都会とは違ったよ

さがあります。しかし、篠山においても核家族化が進んでおり、育児や教育への負担は、これま

で以上に大きくなっています。そこで、篠山の子育て環境、教育環境のよさを改めて認識したう

えで、新しい課題に対応するなど、さらに充実させることで、「子育てしやすい篠山、素晴らし

い教育環境の篠山」を築き、ひいては転入者や出生者数の増加をめざします。 

 

 

□母子福祉医療費 ------------------------------------------------------------------------  ９４，５５３千円 
□妊婦健康診査費補助事業 --------------------------------------------------------------- ２１，０００千円 
□母子保健事業 -------------------------------------------------------------------------  １２，９５６千円 
□子育てふれあいセンター費 --------------------------------------------------------   １７，９５０千円 
□家庭児童相談室設置費 -------------------------------------------------------------------   ３，８２６千円 
□児童扶養手当支給事業 ------------------------------------------------------------  １０２，０５７千円 
□次世代育成支援対策事業 -------------------------------------------------------------    ２，１７５千円 
□ファミリーサポートセンター事業 ----------------------------------------------------   ４，４６９千円 
□児童措置費 ---------------------------------------------------------------------------  ５３３，３１９千円 
 ○児童手当支給事業--------------------------------------------------------------------  ３０８，０５６千円 
 ○私立保育所運営事業関連経費 ----------------------------------------------------１６１，０７４千円 
 ○放課後児童対策事業 -------------------------------------------------------------------５６，２４８千円 
□児童福祉施設費(公立保育所) ----------------------------------------------------  ２４４，５７７千円 
□児童館費 ------------------------------------------------------------------------------------  ９，６３９千円 
□母子福祉費 -------------------------------------------------------------------------------  ８，２２６千円 
□男女共同参画センター費（結婚相談室開設［新規］ほか）---------------------- １，７６３千円 
□スクールバス管理事業   --------------------------------------------------------- １２１，８５５千円 
□ふるさと創生奨学金貸付事業 ------------------------------------------------------------    ３，６５１千円 
□スクールカウンセラー   ----------------------------------------------------------------- ３，７０６千円 
□体験教育推進事業 --------------------------------------------------------------------------  ２１，８６３千円 
 (トライやる・ウィークほか) 
□幼児教育推進事業 ----------------------------------------------------------------------------   ６，６９８千円 
□幼稚園預かり保育事業［新規］--------------------------------------------------------- １３，９４３千円 
□小学校管理費 ------------------------------------------------------------------------------１７６，８２３千円 
□小学校教育振興費--------------------------------------------------------------------------- ８５，１７８千円 
□小学校耐震補強事業------------------------------------------------------------------------ ５１，０６０千円 
□中学校管理費 ------------------------------------------------------------------------------    ８５，５９８千円 
□中学校教育振興費--------------------------------------------------------------------------- ６１，３８７千円 
□中学校耐震補強事業--------------------------------------------------------------------- ２０７，９４０千円 
□幼稚園費------------------------------------------------------------------------------------ １６８，８５８千円 
□特別支援学校管理費-----------------------------------------------------------------------  １９，３９８千円 
□特別支援学校教育振興費--------------------------------------------------------------------- ２，１８２千円 
□特別支援学校自然体験活動費------------------------------------------------------------------- ２９１千円 
□特別支援学校増築事業［新規］------------------------------------------------------- ４３，０２８千円 
□青少年育成費 -------------------------------------------------------------------------------    ９，７３１千円 
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3.魅力いちばん 
 
自然豊かな山や川、人と自然が育む田園、人の営みが息づく集落やまち並み、自然の恵みに感謝

する祭礼など、篠山での暮らしそのものが、篠山らしさを醸し出し、その大きな魅力となってい

ます。しかし、こうした篠山らしい環境や景観も社会の変化とともに、放置しておくと失われて 
しまう危険性が高まっています。そこで、こうした篠山らしい環境や景観を保全しながら、開発

と調和した新しい価値を創出します。そして、その魅力をさらに高めることで、誇りをもって篠

山に暮らし、また、篠山を訪れるファンの増加をめざします。 

 

 

□篠山城下町地区整備事業 ------------------------------------------------------------  ２０，０４２千円 
□史跡篠山城跡保存修理事業 --------------------------------------------------------------       ６７１千円 
□町並整備事業 -----------------------------------------------------------------------          ４２，７６１千円 
□篠山能実行委員会補助事業  --------------------------------------------------------   １，５００千円 
□文化施設管理費  ——————————----------------------------------------    ４４，２７１千円 
 (篠山歴史美術館 篠山城大書院 安間家史料館 青山歴史村) 
□文化ホール費 ---------------------------------------------------------------------------  ８４，１７６千円 
 ○田園交響ホール管理費 ------------------------------------------------------------  ２９，２２５千円 
  ○田園交響ホール市主催事業費 ---------------------------------------------------  ２２，９６３千円 
  ○さぎそうホール管理費 ------------------------------------------------------------      １，１３４千円 
□篠山市展   -----------------------------------------------------------------------------   １，８６８千円 
□脊椎動物化石保護・活用事業［新規］ --------------------------------------------   １，３３７千円 

4.元気いちばん 
 
基幹産業である農業をとりまく状況は非常には厳しいものがあります。しかし、食の安全が叫

ばれ、環境問題がクローズアップされる中で、「農」のもつさまざまな機能の重要性が見直され

ています。今こそ、生産者、ＪＡ、神戸大学大学院農学研究科や篠山産業高校東雲校などの教

育・研究機関が英知を結集して丹波篠山の「農」を再生させなければなりません。 

また、市民のみなさんからは、雇用の場が不足しているという声をよく聞きます。一方で、市

内には優良な企業が数多くありながら、その経営者からは、労働力が全体的に不足しているとい

う声を聞きます。こうしたミスマッチを裏付けるように、篠山へ帰ろう住もう運動の一環で行っ

た調査でも、新規就職者の都会志向、大企業志向が浮き彫りになっています。 

こうした課題を克服し、活力ある産業を育成することで元気な篠山市をめざします。さらに、

元気な篠山づくりに欠かすことのできない観光のまちづくりは、地域の人々が「住み続けたい」

と思えるような「まちづくり」と、訪れる人が「住んでみたい」と思えるような「観光地づく

り」を行い、将来にわたって共に高い満足が得られる丹波篠山の観光をめざすものです。 

定住人口が減少していく社会が現実となった今、交流人口がもたらすさまざまな効果を改めて

見直し、丹波篠山観光の方向性を明確にして、観光・交流の促進をめざします。 

 

 

□農業振興費 -----------------------------------------------------------------------------------    ６，５６０千円 
 ○農山村ふるさと交流プラザ施設管理費 -----------------------------------------------   １，０９９千円 
 ○ハートピアセンター管理費 -----------------------------------------------------------     ６，４６４千円 
 ○ハートピア農園管理費 ------------------------------------------------------------------   １，１２３千円 
 ○大山荘の里市民農園管理費 ------------------------------------------------------------   ５，５８６千円 
○農作業受委託組織助成 ------------------------------------------------------------------      ５，８０９千円 
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□特産物振興費    --------------------------------------------------------------------    ４，９４６千円 
○特産物振興事業    ------------------------------------------------------------------  ２，８０５千円 
○特産物振興ビジョン2010推進事業 -------------------------------------------------    １，６６０千円 

□アグリプラン２１費［新規］--------------------------------------------------------------- ４，９２７千円 
○土づくり対策事業 ------------------------------------------------------------------------------  ５０千円 
○担い手対策事業 --------------------------------------------------------------------------- ２，６３０千円 
○特産物対策事業------------------------------------------------------------------------------ １，１３１千円 
○鳥獣害対策事業------------------------------------------------------------------------------ １，１５８千円 
□農業推進事業費 --------------------------------------------------------------------- ------    ４，９２７千円 
○生産組合活動支援事業 ------------------------------------------------------------      ２，１９０千円 
○各組織助成事業 ---------------------------------------------------------------------------   ３３７千円 

□生産調整対策費 -------------------------------------------------------------------------     ５，５５２千円 
□農村地域費   ------------------------------------------------------------------------- ２４，４３７千円 
○農地流動化促進奨励金 -------------------------------------------------------------     ３，０００千円 
○担い手農地情報活用集積促進事業-----------------------------------------------     ７，７６２千円 
○担い手経営展開支援リース事業----------------------------------------------------     ６，０２４千円 
○就農定着対策事業 ---------------------------------------------------------------------- ２，８５０千円 
○担い手育成支援事業-------------------------------------------------------------------  ４，６４４千円 

□畜産業費   ------------------------------------------------------------------------------   ３，４５６千円 
□農地費 -------------------------------------------------------------------------------------  ８６，８７４千円 
○土地改良事業公共事業負担金------------------------------------------------------   ２０，４７１千円 
○県営土地改良事業負担金 ----------------------------------------------------------  ２２，５２８千円 
□農村整備費  -------------------------------------------------------------------------  １１１，８５０千円 
○中山間地域総合整備事業 ---------------------------------------------------------   ７８，８００千円 
○むらづくり交付金事業  ----------------------------------------------------------  ３３，０５０千円 
□農地保全費  ----------------------------------------------------------------------------  ３７，８０７千円 
○農地・水・環境保全向上対策事業-------------------------------------------------  ３７，８０７千円 
□林業振興費 ------------------------------------------------------------------------------   ９７，７０３千円 
○松くい虫防除対策費 ------------------------------------------------------------------   １，２４０千円 
○有害鳥獣駆除対策事業 -------------------------------------------------------------  ２３，３５４千円 
○環境対策育林事業 --------------------------------------------------------------------     ７，６４８千円 
○緊急防災林整備事業   ------------------------------------------------------------        ２８，３９０千円 
○混交林整備事業 ----------------------------------------------------------------------  ３４，６３６千円 
□商工振興費 -------------------------------------------------------------------------------  ３４，７７１千円 
○商工会経営改善普及事業補助金 -------------------------------------------------  ２４，４３４千円 
○地域産業振興事業補助金 ------------------------------------------------------------   ６，８４０千円 

□企業誘致促進費 --------------------------------------------------------------------------     ４，７５６千円 
○企業紹介ホームページ・篠山市プロモーションビデオ作成［新規］-------------  ８００千円 

□公園費施設管理費 ---------------------------------------------------------------------       １５，７４２千円 
□商工観光振興施設管理費 ------------------------------------------------------------    ６４，６９１千円 
□観光イベント事業------------------------------------------------------------------------       １６，１８５千円 
□観光案内所運営事業 --------------------------------------------------------------------     ７，４２０千円 
□官学地域連携事業 ------------------------------------------------------------------------       １，７０７千円 
□国際交流推進事業 ------------------------------------------------------------------------    ２，５５５千円 
 ○姉妹都市委員会補助金 ---------------------------------------------------------------    ２，０７０千円 
 ○在住外国人通訳派遣委託料-----------------------------------------------------------------     ３００千円 
□在住外国人支援事業委託料【生活支援・語学支援等】---------------------------    ２，２２０千円 
□国内交流推進事業［新規］ -----------------------------------------------------------------     ４８３千円 
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5.市役所いちばん 
 

市民のみなさんに最も身近な行政窓口は市役所でしょう。しかし、

「行政は堅苦しい」「利用しにくい」というイメージが先行しがちで

す。また、「合併後、役所が遠く感じられるようになった」という声

も耳にします。 

しかし、参画と協働のまちづくりをめざす篠山では、市民、団体、

事業者、行政が一体となって市民生活を支える新しいスタイルを定着

させなければなりません。 

そこで、市民参画の大前提となる情報公開を積極的に進めることと

あわせて、まずは、市役所を変えることから取り組みます。一つは、

好評いただいている来庁者への案内に加え、市役所を利用するみなさ

んの立場に立ったサービスの提供をめざします。二つ目には、市民の

みなさんの提案を取り入れるよう、意見をうかがう機会を増やしま

す。三つ目には、まちづくり協議会による地域づくりを進め、職員によるサポート体制を構築し

ていきます。 

こうした取り組みを通じて、市民と市役所が一体となった新しい篠山づくりを進めます。  

 

□篠山市ふるさと一番会議 ------------------------------------------------------------------------  ６０千円 
□総合窓口開設準備事業［新規］ ------------------------------------------------------  ６，４６５千円 
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６ 篠山再生計画（行財政改革編）の推進 

 

篠山再生計画（行財政改革編）における平成２１年度の効果額は６億６，０００万円（平成２０年度当

初予算額－平成２１年度当初予算額）になります。今後も篠山市の財政悪化の状況を克服し、篠山市

の財政再建を必ず成し遂げるには、計画にあげています行財政改革の具体的方策全１２２項目を、市

民、企業、議会、行政が負担（痛み）を分かち合い、着実に実行していくことが必要です。 

 

取組項目（全１２２項目） 

        ・ 定員・給与の見直し（３項目） 

        ・ 議員定数・報酬の見直し（２項目） 

        ・ 公の施設の見直し（１７項目） 

        ・ 事務事業の見直し（８３項目） 

        ・ 補助金・負担金の見直し（１項目） 

        ・ 自主財源の確保（１５項目） 

        ・ 組織・機構の見直し（１項目） 

                                                                               

                                     

                      （単位：千円） 

 

主な取組項目 効果額 平成２１年度の実施内容 

１．【定員・給与の見直し】 
465,954 

  

職員の定員適正化など 

161,960 

平成２１年４月１日の正規職員数４８２人 

（対前年比△２６人） 

※平成２５年４月１日の目標値を４５０人と設定 

給与（市長・副市長・教育長・

正規職員）の引き下げ 
303,994 

市長△３０％ 

副市長・教育長△１５％ 

正規職員△１０％ 

（平成２０年１０月から実施） 

２．【議員定数・報酬の見直し】 
17,238 

  

 議員報酬の見直し 
17,238 

議員期末手当△５０％（平成２０年１２月から実施） 

３．【公の施設の見直し】 
21,554 

  

 西紀運動公園の運営の見直し 

10,148 

指定管理者制度において使用料金制から利用料金制

に変更 

市の負担約３，５００万円（１年間）を２年間（平

成２１・２２年度）の合計で４，０００万円に減額 

 図書館業務の見直し 

4,839 

中央図書館は、直営化又は指定管理者制度の導入に

ついて検討を行う 

篠山市民センター図書コーナーは、平成２１年度か

ら図書館職員は置かず、市民ボランティアを募り、

従来の機能を維持できるよう努める 

平成２１年度当初予算における主な取組一覧 

平成２１年度の効果額は６億６，０００万円（平成２０年度当初予算対比） 
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さぎそうホールの管理運営の見直し 

6,567 

今田中学校の利用時期を主体とした、４カ月間

のみ開館 

徹底した経費削減を行う 

４．【事務事業の見直し】 
78,529 

  

 北庁舎跡公用車駐車場の賃貸借契約

の見直し 3,625 

平成２１年度から賃貸借契約を更新せず駐車場

を廃止 

  

 市バス運行業務委託の見直し 
6,585 

市バス４台のうち２台を廃車 

 ごみ袋販売手数料単価の引き下げ 
1,539 

１枚当たりの単価を１円引き下げ、３円の手数

料とする 

 資源ごみ集団回収奨励金事業単価の

引き下げ 3,635 
回収奨励金単価を１ｋｇ当たり２円に引き下げ

る 

 生ごみ処理機器購入助成金事業の廃

止 1,080 
平成２１年度から補助事業を廃止 

 外出支援サービス事業の見直し 
5,156 

福祉バス運行時の添乗員の廃止及び運転員の業

務縮小 

 寡婦医療費給付助成事業の廃止 
9,450 

平成２１年度の受給者証更新時（平成２１年６

月診療まで）をもって廃止 

５．【補助金・負担金の見直し】 
53,132 

  

 補助金・負担金の見直し 

53,132 

平成２１年度からは、すべての補助金について

申請をいただき、審査・査定を行う 

人件費に対する補助金は職員給与の減額に合わ

せ減額を行い、人件費以外に対する補助は△１

０％を基本として減額を行う 

まちづくり協議会への一括交付については、可

能なものから実施する 

６．【自主財源の確保】 
26,062 

  

 各証明書発行手数料の一部改定 

2,747 

２５０円を３００円に改定 

納税証明手数料・課税証明手数料 

印鑑登録証明手数料など 

 清掃センターへの直接搬入ごみ手数    

 料の改定 

19,850 

・家庭系直接搬入廃棄物７５円を９０円に改定 

・事業系一般廃棄物１５０円を据置 

・事業系産業廃棄物（動植物性残渣）１５０円

を２００円に改定 

・事業系産業廃棄物（廃プラスチック類）及び

医療系感染廃棄物１５０円を２５０円に改定 

合  計 662,469   

主な取組項目 効果額 平成２１年度の実施内容 

 兵庫県の新行革プランの実施にとも  

 なう事務事業等の見直し 
26,412 

福祉医療制度の見直しなど、兵庫県の事務事業

の見直しにより事業が廃止されたり、補助基準

等が変更されるものについて、事業の廃止や補

助基準の見直しを行う 
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住宅資金特別会計 

  

 同和対策事業の一環として、住環境整備を目的とした住宅新築及び改修のための資金の貸付

を行う事業です。この事業は平成8年度で終了しました。現在はその貸し付けた資金を回収する

業務を行っています。 

 回収した資金は公債費（市が借りたお金の償還）に充て、今年度は保証金免除繰上償還を行

うため、例年より多い支出となります。  

歳入の主な内訳 

 

●県補助金        1,800千円  

●財産収入           9千円 

●繰入金              

 一般会計繰入金       17,238千円 

 住宅資金貸付事業特別会計 

    基金繰入金     3,775千円              

●貸付金元利収入    17,640千円 

歳出の主な内訳 

 

○総務費 

 一般管理費         4,100千円    

○公債費        

 元金                  32,993千円 

          （うち繰上償還20,103千円） 

 利子                   3,369千円 

歳入の主な内訳 

 

●使用料及び手数料 

 下水道使用料    301,000千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金   802,325千円 

●市債 

 下水道債      242,100千円 

 

 

７ 特別会計・企業会計 当初予算の概要 

下水道事業特別会計（公共下水道事業） 
  
  下水道総務費は、篠山及び丹南の2処理区における下水道施設の維持管理費等を計上していま
す。下水道建設費では、MICS（汚水処理施設共同整備事業）による乾燥施設の建設工事に着手

します（事業費238,052千円）。工期は平成21、22年度の2箇年の予定です。また、篠山環境衛

生センターの電気及び機械設備が更新時期を迎えていることから、更新計画（長寿命化計画）

の策定に向けて、調査診断業務を実施します。 

歳出の主な内訳 

 

○下水道総務費 

 一般管理費     278,759千円 

○下水道建設費    248,377千円 

○公債費       

 元金        676,078千円 

 利子        272,192千円 
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下水道事業特別会計（特定環境保全公共下水道事業） 
  
  下水道総務費は、市内8処理区の下水道施設の維持管理費等を計上しています。日置及び大山
浄化センターの2箇所は、職員の管理技術の習得を図るため、直営で管理しています。 

歳入の主な内訳 

 

●使用料及び手数料 

 下水道使用料     167,200千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金    727,668千円 

●市債 

 下水道債       200,000千円 

歳出の主な内訳 

 

○下水道総務費 

 一般管理費     210,520千円 

○公債費 

 元金        638,815千円 

 利子        243,958千円 

農業集落排水事業特別会計 
  

    
  農業集落排水総務費は、市内15地区における下水道施設の維持管理費等を計上しています。
処理施設から発生する汚泥は、公共下水道等の処理場において、一括して処分することによ

り、軽量化を図っています。また、収集運搬についても「あさぎり苑」と連携をとりながら直

営で実施しています。 

歳入の主な内訳 

 

●使用料及び手数料 

 下水道使用料     78,300千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金    591,491千円 

●市債 

 下水道債       100,000千円 

 

歳出の主な内訳 

 

○農業集落排水総務費 

 一般管理費      116,306千円 

○公債費 

 元金         453,425千円 

 利子         217,765千円 
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観光施設事業特別会計 
 
 王地山公園ささやま荘の運営に関する特別会計で、当該施設の貸付による財産収入及び入湯

税に基づく一般会計からの繰入金により、施設建設時に借り入れた市債の償還と、王地山公園

ささやま荘運営基金に積み立てを行います。 

 加えて、本年度については、ささやま荘別館（昭和58年建築）が25年を経過し、屋根の経年

劣化並びに空調設備の不良に伴い、同運営基金から17,268千円を取り崩し施設改修工事を実施

します。 

歳入の主な内訳 

 

●財産収入           11,877千円      

●繰入金        

 一般会計繰入金        3,781千円 

 基金繰入金      17,268千円 

歳出の主な内訳 

 

○観光施設管理費    17,268千円   

○公債費                             

     元金             11,764千円 

     利子              2,521千円 

○諸支出金 

 王地山公園ささやま荘 

 運営基金費         1,373千円 

公営駐車場事業特別会計 
 
 篠山口駅西公営駐車場の管理運営を行なう特別会計で、これまで市の直営でおこなっていま

したが、平成21年度から利用者の増加を図るとともに運営経費の削減を目的として、指定管理

者制度を導入します。予算の概要としては、収入4,801千円から駐車場機器等の修繕料250千

円、予備費100千円の支出を差し引いた4,451千円を一般会計へ繰出す予算となっています。 

歳入の主な内訳 

 

●諸収入 

 雑入         4,800千円 
 

歳出の主な内訳 

 

○管理費 

 駐車場管理費     4,701千円 
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国民健康保険特別会計（事業勘定） 
 
 本市の国民健康保険被保険者数については平成17年度以降横ばい状態にありましたが、平成

20年4月から75歳以上の方が新たに創設された後期高齢者医療制度の被保険者に移行している影

響等で微減傾向（11,619人→11,565人 対前年度比99.54％）にあります。 

 1人あたりの保険税額は、医療分については平成20年度当初予算より9,000円減の65,000円、

介護分については国の法令に基づいて介護納付金額を算出した結果、平成20年度当初予算案と

同額の1人あたり22,000円、また平成20年度から加わった後期高齢者支援金分については平成20

年度当初予算案より500円増の20,500円で積算しています。 

歳入の主な内訳 
 

●国民健康保険税 

 一般被保険者国民健康保険税 

            858,188千円 

 退職被保険者国民健康保険税 

             96,852千円 

●国庫支出金      913,942千円 

●療養給付費交付金   345,079千円 

●前期高齢者交付金  1,167,614千円 

●県支出金       171,154千円 

●共同事業交付金    506,274千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金    242,930千円 

 財政調整基金繰入金  324,542千円 

歳出の主な内訳 
 

○保険給付費 

 一般被保険者療養給付費 

           2,579,327千円 

 退職被保険者療養給付費 

            265,952千円 

 一般被保険者高額療養費  

            255,921千円 

退職被保険者等高額療養費 

            30,607千円 

○後期高齢者支援金等 

 後期高齢者支援金   495,872千円 

○介護納付金           181,808千円 

○共同事業拠出金 

 保険財政共同安定化事業拠出金 

            421,405千円 
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国民健康保険特別会計（直営診療所勘定） 
 
平成21年度より今田診療所が国民健康保険直営診療所となることから3診療所から4診療所とな

り平成20年度当初予算比較では歳入歳出ともに増額となっています。 

歳入では、後川、草山診療所については9割以上が高齢の患者で占めており入院、死亡等によ

り減少傾向にあります。また医師退職に伴い診療体制を変更した東雲診療所は大幅に減少して

います。3診療所の診療収入については対前年度19,369千円減の69,457千円、今田診療所につい

ては853千円増の55,903千円を見込んでいます。これにより4診療所の比較では36,534千円増の

125,360千円となります。 

歳出では、医師退職による職員人件費の減額、兵庫医大からの医師派遣契約の金額変更、その

他経常経費の節減に努め3診療所の総務費については対前年度17,341千円減の59,344千円、今田

診療所については看護師減による人件費の減額、医師派遣契約の金額変更等により10,602千円

減の45,220千円を計上しています。これにより4診療所では対前年度27,879千円増の104,564千

円となります。 

歳出の主な内訳 

 

○総務費                

 一般管理費        103,556千円 

○医業費 

 医療用機械器具費     11,674千円 

 医療用衛生材料費     73,554千円 

歳入の主な内訳 

 

●診療収入 

 国民健康保険診療報酬収入 

              26,403千円 

 後期高齢者医療診療報酬収入 

              60,843千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金      57,339千円 
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老人保健特別会計 
 
 平成21年度の当初予算は、歳入歳出をそれぞれ8,211千円とし、前年度と比較して478,308千

円の減額となり伸び率で△98.3％の減額予算となります。この減額の理由は医療制度改革に基

づき平成20年4月から老人保健制度が後期高齢者医療制度に移行され、老人保健制度は平成20年

3月診療を以って廃止されたことによるものです。ただし医療費の給付については、2年間支払

い義務があるため、本年度は医療機関等の遅延請求分のみを計上するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

歳入の主な内訳 

 

●支払基金交付金      

 医療費交付金         4,244千円 

●国庫支出金 

 医療費国庫負担金       2,596千円 

●県支出金 

 医療費県負担金           649千円 

●繰入金          

 一般会計繰入金          672千円   

歳出の主な内訳 

 

○医療諸費 

 医療給付金        7,480千円 

 医療支給金          660千円 

後期高齢者医療特別会計 
 
 急速な少子高齢化、経済の低成長への移行、国民生活や意識の変化など、大きな環境変化に

直面する中、国民皆保険を堅持し、医療制度を将来にわたって持続可能なものとしていくた

め、平成20年4月から従来の「老人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に改正さ

れ、高齢者の心身の特性や生活実態等を踏まえ、独立した新たな医療制度として後期高齢者医

療制度（長寿医療制度）が施行されました。 

 平成２１年度当初予算は、歳入歳出それぞれ494,600千円とし、前年度と比較して41,650千円

の減額となり伸び率で△7.8％の減額予算となります。減額の主な内容は、低所得者への軽減措

置に関わる9割軽減と所得割の5割軽減による広域連合への保険料納付額の減額によるもので

す。 

歳入の主な内訳 

 

●後期高齢者医療保険料 

             346,880千円 

●繰入金        

 一般会計繰入金     146,231千円   

歳出の主な内訳 

 

○総務費 

 一般管理費        28,673千円 

 徴収費          5,119千円 

○後期高齢者医療広域連合納付金 

            459,358千円 
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介護保険特別会計（介護保険事業勘定） 
 

  

 介護保険制度は、3年に1度の改正を行っており、平成21年度4月から新制度での運営となりま

す。今回の制度改正の大きなポイントは、「介護報酬3％アップ」です。介護保険従事者の人材

確保が困難となっている中、介護従事者の処遇改善のための緊急対策として打ち出されたもの

です。介護報酬が上がれば、保険給付額も上昇し、保険料にも影響します。そのため国は、保

険料への影響を緩和するための緊急措置として、介護従事者処遇改善特例交付金を交付しま

す。篠山市においても、平成20年度末に基金を設置、受入を行い平成21年度の保険給付費に充

てます。平成21～23年度の第4期事業計画においても、地域密着型サービスの小規模多機能型居

宅介護施設や認知症対応型共同生活事業所（グループホーム）等を整備し、身近で住み慣れた

地域（日常生活圏域）で高齢者が尊厳を持って暮らすことが出来る明るく活力のある社会の構

築等を基本理念として、事業運営を行ないますが、平成20年度に小規模多機能型居宅介護施設3

施設、グループホーム1施設の整備をすでに行なったこともあり、平成21年度につきましては、

地域密着型サービスの施設整備の計画はありません。 

 また平成18年度より、地域支援事業を実施、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと安心して

在宅生活を続けていけることをめざし、介護予防事業、総合相談事業、権利擁護事業等に取組

んでおり、平成21年度は介護予防事業の通所型介護予防事業を新設し、効果のある介護予防に

取り組みます。虐待等による高齢者の権利を守るため、困難なケース等における問題解決のた

め、専門職のスーバーバイザーを委託し迅速な権利擁護事業を展開します。任意事業において

は、介護を必要とした高齢者や介護者の支援を行うため、「ひとりでがんばらない介護生活」

市民講座や認知症についての正しい知識の普及啓発を図り、見守りを兼ねた配食サービス事業

等の事業を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入の主な内訳 
 
●保険料 

 第１号被保険者保険料 508,284千円 

●国庫支出金 

 介護給付費負担金   605,835千円 

 地域支援事業交付金（介護予防事業） 

            13,862千円 

 地域支援事業交付金（包括的支援事業・

任意事業）       13,956千円 

●県支出金 

 介護給費費負担金   378,647千円 

 地域支援事業交付金（介護予防事業） 

             6,931千円 

 地域支援事業交付金（包括的支援事業・

任意事業）        6,978千円 

●支払基金交付金 

 介護給費費交付金   908,753千円 

 地域支援事業支援交付金 

            16,634千円 

●繰入金 

 一般会繰入金      472,194千円 

歳出の主な内訳 

 

○総務費 

 一般管理費       44,384千円 

○保険給付費 

 居宅介護サービス給付費 

             955,612千円 

 施設介護サービス給付費 

            1,340,613千円 

  介護予防サービス給付費                   

                       129,266千円 

 特定入所者介護サービス費 

             126,628千円 

○地域支援事業費      

 介護予防特定高齢者施策事業費 

            12,870千円 

 介護予防一般高齢者施策事業費 

            11,321千円 

 総合相談事業費     1,113千円 

 権利擁護事業費     1,470千円 

 任意事業費       8,567千円 

 地域支援事業費     57,748千円 
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農業共済事業会計 
 

 国の農業政策として制度化された「農業災害補償制度」に基づき、農業者が不慮の事故によ

り被った損失を補てんすることにより農業経営の安定を図り、農業生産力の発展に資すること

を目的としています。 

 この制度は、農家が共済掛金を出し合って共同準備財産をつくり、被災農家に救済として共

済金を支払うもので、農家の自主的な「相互扶助」を基本とした公的保険制度です。 

 篠山市が実施している事業の種類は、農作物共済（水稲・麦）、家畜共済、畑作物共済（大

豆）、園芸施設共済の4事業となっております。 

歳入の主な内訳 

 

●農作物共済事業収益   16,291千円 

 

●家畜共済事業収益    30,443千円 

 

●畑作物共済事業収益   22,587千円 

 

●園芸施設共済事業収益   2,874千円 

 

●業務事業収益      56,931千円 

 

歳出の主な内訳 

 

○農作物共済事業費用   16,291千円 

 

○家畜共済事業費用    30,443千円 

 

○畑作物共済事業費用   22,587千円 

 

○園芸施設共済事業費用   2,874千円 

 

○業務事業費用      56,931千円 

 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 
  

 介護保険認定者のうち要支援1・2の方のケアプランを作成し、在宅生活をいきいきと持続出

来るように支援をしています。ケアプランは月あたり東部地域支援センターにおいて150件、西

部地域支援センターにおいては110件作成しています。 

歳入の主な内訳 

 

●介護サービス収入 

 介護予防サービス事業収入 

                      19,530千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金    20,266千円 

 

歳出の主な内訳 

 

○介護サービス事業 

 介護予防サービス事業費 39,796千円 
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水道事業会計 
                                                        収益的支出 1,803,894千円 
                                                    資本的支出   904,902千円 
  
 水道事業者の使命として、当市はこれまで水道の広域化、水源の確保、施設の改良等施設整

備に関して積極的に取り組んできました。広域化という点については、上水道事業と簡易水道

事業の統合及び簡易水道事業と簡易水道事業の統合に取り組んできたところです。 

 平成21年度については、水源の確保として生活貯水池整備事業「みくまりダム」が平成20年

度で竣工の運びとなり、平成20年度に導水管布設工事をおこない、いよいよ水源として稼動す

ることとなります。また、継続事業として取り組んでおります生活基盤近代化事業「西紀ダ

ム」について、平成21年度ダム負担金及び中央送水管布設工事20,600千円を予定しており、こ

れにより導水管布設工事を残すのみとなります。施設の改良等施設整備については、安心・安

全を期するために浄水場ろ過砂入れ替え及び薬注ポンプ増設15,900千円、配水管の布設工事

29,500千円、配水管布設替工事26,200千円、水量管理としてのテレメーター装置設置等31,400

千円を予定しています。 

 水道事業経営については、平成23年度に料金改定を予定しておりましたが、地方公営企業繰

出金の高料金対策に要する経費基準に合致したことから、一般会計からの繰入金措置がされた

ことにより、平成18年度料金改定時における財政計画について、施設統合及び施設廃止の検

討、投資事業抑制の検討、補償金免除繰上償還等、後年度に及ぼす経費の削減等財政計画の見

直しを図り、市民生活に大きな影響がある水道料金の引き上げは当面見合わせることとしまし

た。 

 今後も、経営努力を重ね健全経営に努めるとともに、安心・安全な水を安定して供給しま

す。また、水道料金諸手続の利便性を高めるため、上下水道部に「料金コーナー」を設置し

て、市民サービスの向上を図ります。  

    収益的収入及び支出の主な内訳 

 

●水道事業収益         

 営業収益            1,416,036千円 

   

 営業外収益            400,465千円 

  

 特別利益          1千円  

 

 

 

○水道事業費用 

  営業費用            1,419,537千円 

 

 営業外費用            364,354千円 

 

 特別損失          3千円 

 

 予備費           20,000千円 

    資本的収入及び支出の主な内訳 

 

●資本的収入 

 企業債         109,400千円 

 

 固定資産売却代金      1千円 

 

 負担金         13,755千円 

 

 補助金         92,212千円 

 

○資本的支出 

 建設改良費       178,935千円 

 

 企業債償還金      725,967千円 
 

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額689,534

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額5,472千円、過年度分損益勘定留保資金

306,129千円、当年度分損益勘定留保資金377,933千

円で補てんします。 
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平成２１年度 

篠山市当初予算の概要 

資 料 編 



 

 

平成２１年度の国及び地方財政の状況 

平成２１年度における国の予算は、アメリカの金融危機に端を発した１００年に1度といわ

れる世界的な経済危機のなか、日本の経済状況も急激に悪化しており、国民生活と日本経

済を守るため「当面は景気対策」の観点から、平成２０年度第１次補正予算、第２次補正

予算、平成２１年度予算と積極的な施策を実行することとなっています。しかしながら、

財政規律の維持のため基本方針2006等にもとづき、歳出全体にわたる徹底した見直しを図

り基礎的財政収支の改善を図るという基本方針は堅持したものとしています。 

地方財政については、国との連携をはかりこの難局を乗り切るため地域における安全安

心の確保や「生活防衛のための緊急対策」に基づき、既定の加算とは別枠として経済の悪

化による「雇用創出」や「地域の元気回復」のために地方交付税が1兆円増額されました。

しかしながら、これらの対策に必要な財源については臨時財政対策債の増発や国の特別会

計の償還を後年度に繰り延べることにより確保されたものでありまして、今後の財政状況

がより一層厳しいものとなる可能性が強くなっています。 

区 分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

国
の
一
般 

 

会
計 

財政規模 821,829 796,860 829,088 830,613 885,480 

伸び率 0.09 △ 3.04 4.04 0.18 6.61 

一般歳出 472,829 463,660 469,784 472,845 517,310 

伸び率 0.09 △ 1.94 1.32 0.65 9.40 

地
方
財
政 

 

計
画 

財政規模 837,687 831,508 831,261 834,014 825,557 

伸び率 0.09 △ 0.74 △ 0.03 0.33 △ 1.01 

一般歳出 673,216 664,801 657,350 657,626 662,186 

伸び率 0.09 △ 1.25 △ 1.12 0.04 0.69 

平成２１年度予算編成方針 

市民の皆様にお示しした篠山再生計画では、行財政改革の具体的な方策に取り組むことで危機的な状

況から回避できることが示せました。 

平成２１年度は、この計画を着実に実施し数値として示すことが求められる段階であり、この基礎と

なる当初予算の編成にあたって以下の方針を示しました（平成20年10月）。 

 

基本的事項 

１ 篠山再生計画への対応について 

  現在策定中の篠山再生計画（案）〔行財政改革編〕及び〔まちづくり編〕にある取組項目にそっ

て予算要求をおこなうこと。 

  市税等については徴収率の向上に努めるとともに未収金については厳正に対処し、その解消を図

ること。 

２ 事務事業評価及び補助金等の見直しについて 

  事務事業評価の結果（11月上旬）や補助金の審査結果（11月上旬）に基づき、予算要求をおこな

うこと。また、対象となっていない事業や補助金についても同様にその必要性、緊急性等を判断

し、ゼロベースで見直しをおこない要求すること。 

３ 特別会計、企業会計の自立性・健全性について 

  経営のさらなる効率化と健全経営の維持に取り組むとともに、一層の自助努力により一般会計か

らの繰入金の抑制に努めること。 

４ その他 

  限られた人員・財源の重点的かつ効率的な活用をするため、各部企画総務課を中心に事業の取捨

選択を主体的におこない要求をすること。 

今後国の地方財政対策や県等の動向によっては、予算編成作業の弾力的対応が必要なため情報収

集に努め十分留意すること。 

（単位：億円、％） 
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平成２１年度の歳入の状況は、市税が５４億６，６８９万円、対前年度比△１億８，４１４

万円、△３．３％となっています。主な要因は固定資産税が対前年度比△１億２，６７４万

円、△４．３％と大きく落ち込んだことによります。地方交付税については、国の生活防衛の

ための緊急対策に基づき１兆円が加算されたことや市税等の減により対前年度比３億８００万

円、３．４％の増となっています。市債については、対前年度比９億１，２８０万円、６５．

３％と大きく増加しましたが、これは、兵庫医科大学篠山病院建設補助に伴う合併特例債の発

行が１１億９，２５０万円、皆増および臨時財政対策債が対前年度比３億１，３００万円、５

７．２％のためで、それ以外の市債については、６億１，５２０万円と大きく減少していま

す。 

区 分 
平成２１年度 平成２０年度 

増減額 増減率 
  構成比   構成比 

市            税 5,466,886 23.6 5,651,029 26.0 △ 184,143 △ 3.3 

地 方 譲 与 税 295,540 1.3 317,547 1.5 △ 22,007 △ 6.9 

利 子 割 交 付 金 33,251 0.1 37,468 0.2 △ 4,217 △ 11.3 

配 当 割 交 付 金 13,118 0.1 39,106 0.2 △ 25,988 △ 66.5 

株式等譲渡所得割交付金 5,369 0.0 24,431 0.1 △ 19,062 △ 78.0 

地 方 消 費 税 交 付 金 386,380 1.7 395,465 1.8 △ 9,085 △ 2.3 

ゴルフ場利用税交付金 166,256 0.7 168,736 0.8 △ 2,480 △ 1.5 

自 動 車 取得 税 交 付金 117,910 0.5 159,116 0.7 △ 41,206 △ 25.9 

地 方 特 例 交 付 金 73,872 0.3 44,076 0.2 29,796 67.6 

地 方 交 付 税 9,300,000 40.1 8,992,000 41.4 308,000 3.4 

交通安全対策特別交付金 10,800 0.1 11,700 0.1 △ 900 △ 7.7 

分 担 金 及 び 負 担 金 373,657 1.6 393,595 1.8 △ 19,938 △ 5.1 

使 用 料 及 び 手 数 料 621,626 2.7 628,107 2.9 △ 6,481 △ 1.0 

国 庫 支 出 金 1,109,235 4.8 921,141 4.2 188,094 20.4 

県 支 出 金 991,228 4.3 983,902 4.5 7,326 0.7 

財 産 収 入 43,896 0.2 24,364 0.1 19,532 80.2 

寄 附 金 10,001 0.0 2 0.0 9,999 499,950.0 

繰 入 金 1,392,405 6.0 1,097,580 5.1 294,825 26.9 

繰 越 金 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0 

諸 収 入 397,770 1.7 389,635 1.8 8,135 2.1 

市 債 2,310,800 10.0 1,398,000 6.4 912,800 65.3 

合 計 23,170,000 100.0 21,727,000 100.0 1,443,000 6.6 

一般会計歳入 

市税内訳としては、昨年度からの景気の悪化を反映し個人市民税で対前年度比△２，３７０万円、

△１．２％、法人市民税でも対前年度比△１，３０５万円、△３．６％となっております。固定資

産税については、家屋の評価替による減が大きく影響し対前年度比△１億２，６７４万円、△４．

４％となり大変厳しい状況となっています。軽自動車税については、昨年度のガソリン価格高騰や

消費者の低燃費志向もあり対前年度比５７３万円、５．４％の増と概ね堅調に推移しています。入

湯税については、日帰り客について税額を１５０円から１００円にした事や入湯者数が減となる見

込みにより対前年度比△１，８８８万円、△３４．８％となりました。 

（単位：千円、％） 
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 地方譲与税については２億９，５５４万円、対前年度比△２，２００万円、△６．９％となっていま

す。その内訳は、国において道路特定財源の一般財源化にともない従来からある地方道路譲与税が地方

揮発油譲与税となったため、地方揮発油譲与税については、対前年度比４，５１０万円、皆増、経過措

置のため地方道路譲与税については、２，７２７万３千円、対前年度比△５，２８６万円、△６６．

０％となりました。自動車重量譲与税は２億２，２３６万１千円、対前年度比△１，５０５万円、△

６．３％で決算見込み額及び地方財政計画の伸び率により見込んでいます。 

地方特例交付金は、７，３８７万円で対前年度比２，９８０万円、６７．６％の増額で、その内訳は、

地方特例交付金が５，７２９万円、対前年度比２，９８０万円、１０８．４％の増額で、内訳は児童手

当特例交付金が１，２５７万円、対前年度比△５８５万円、△３１．８％、減収補てん特例交付金４，

４７２万円は個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の実施によるもので対

前年度比３，５６５万円、３９２．８％の増となっています。また、恒久的減税による減収を補てんす

る制度であった特例交付金が平成１８年度をもって廃止されたことに伴う平成２１年度までの経過措置

として設けられた特別交付金については、前年度と同額の１，６５８万円となります。 

 地方交付税は９３億円、対前年度比３億８００万円、３．４％の増額の見込です。この増加要因は、

普通交付税が８４億８，０００万円、対前年度比３億８００万円、３．８％の増のためで、公債費の償

還額は減少しますが、国の生活防衛のための緊急対策に基づき１兆円が加算されたことにより基準財政

需要額が前年度並みに見込まれる一方、基準財政収入額については市税や譲与税・交付金が減となるこ

とから、増となっています。特別交付税については、前年度と同額の８億２，０００万円を見込んでい

ます。 

 国庫支出金は１１億９２４万円で、１億８，８０９万円、２０．４％の増額で、国庫負担金では、民

生費国庫負担金のうち、障害者自立支援法給付事業負担金が１，２７７万円の増額、生活保護費負担金

が１，３０７万円の増額、国庫補助金は４億３，２２６万円、対前年度比１億５，２６９万３千円、５

４．６％の増となっています。内訳としては総務費国庫補助金で、地デジ対策にかかる総務管理費補助

金で１，９８６万円の皆増、土木費国庫補助金では、市道大沢新栗栖野線改良に係る道路橋りょう費補

助金が３，７９５万円の増額、教育費補助金では、小中学校の耐震補強のため安全・安心な学校づくり

交付金が１億２，７２８万円の増などです。 

 県支出金は、９億９，１２３万円で、対前年度比７３３万円、０．７％の増額で、県負担金では国庫

負担金と同様障害者自立支援法給付事業負担金が６３９万円、国民健康保険基盤安定化負担金８０４万

円の皆増など、県補助金では、老人医療費助成事業補助や高齢重度心身障害者特別医療費助成事業補助

金などの減額により民生費補助金が２，０６５万円の減額、衛生費補助金については、妊婦健康診査費

補助金や地域医療対策補助金により１，７５７万円の増額、農林水産業費補助金のうち農業費補助金で

は、新山村振興等農林漁業特別対策事業補助金１，９１３万円の減額など、林業費補助金では混交林整

備事業補助金６５３万円の減額などにより５２１万円の減額となっています。教育費補助金では、篠山

城跡保存修理事業補助金が１，０００万円の皆減となっています。 

 市債は、２３億１，０８０万円で、対前年度比９億１，２８０万円、６５．３％の増額です。主なも

のは兵庫医大篠山病院の建設に伴う合併特例債が１１億９，２５０万円の皆増、逆に地域振興基金分と

して昨年度１億９，０００万円あったものが今年度は皆減、臨時財政対策債が対前年度比３億１，３０

０万円、５７．２％の増、また昨年度ミニ公募債の借り換えによる４億円が今年度は皆減したことなど

です。 
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区   分 
平成２１年度 平成２０年度 

増減額 増減率 
  構成比   構成比 

市民税 2,298,148 42.0 2,334,899 41.3 △ 36,751 △ 1.6 

  個人市民税 1,943,968 35.5 1,967,672 34.8 △ 23,704 △ 1.2 

  法人市民税 354,180 6.5 367,227 6.5 △ 13,047 △ 3.6 

固定資産税 2,804,420 51.3 2,931,162 51.8 △ 126,742 △ 4.3 

  固定資産税 2,776,187 50.8 2,902,926 51.3 △ 126,739 △ 4.4 

  
国有資産等所在市町

村交付金及び納付金 28,233 0.5 28,236 0.5 △ 3 0.0 

軽自動車税 111,634 2.0 105,907 1.9 5,727 5.4 

市たばこ税 217,369 4.0 224,867 4.0 △ 7,498 △ 3.3 

入湯税 35,315 0.7 54,194 1.0 △ 18,879 △ 34.8 

合   計 5,466,886 100.0 5,651,029 100.0 △ 184,143 △ 3.3 

市税の内訳 

市税の推移 

普通交付税の推移 

（単位：千円、％） 
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一般会計歳出 

 議会費の対前年度比△１，９９８万円、△１０．４％については、篠山再生計画による議員報酬（期

末手当５０％）の削減によります。 

 総務費の対前年度比１億２，９６５万円、６．０％の増については、職員人件費のうち退職者数の増

などによる退職手当特別負担金が増加したこと、昨年度まで民生費に計上していた保育園の非常勤嘱託

員を臨時的任用職員として総務費に計上したことなどが主な要因です。 

 民生費は対前年度比△２億４，７３２万円、△５．９％については、社会福祉総務費では国民健康保

険特別会計事業勘定への繰出金の減や敬老会補助について総務費に組替えしたことによる減、地域介

護・福祉空間整備交付金事業の減、また老人保健特別会計への繰出金の減によるものです。 

 衛生費の対前年度比２１億３４１万円、１２０．５％の増は兵庫医大篠山病院の建設補助が主な要因

です。 

 労働費の△１００万円、△１０．４％の減については、職員人件費の減によるものです。 

 農林水産業費の対前年度比△１億５，０９６万円、△１１．０％は、職員人件費の減のほか昨年度実

施した今田薬師温泉第二泉源工事に係る農業公園整備事業の完了による減やため池整備（山立池）の完

了による減によるものです。 

 商工費の対前年度比１，３７４万円、６．７％増の要因は、大正ロマン館空調改修工事等による増で

す。 

 土木費の対前年度比２，７２８万円、１．３％増については、国庫補助道路整備事業の増額や下水道

事業（公共・特環）特別会計への繰出金の増によるものです。 

 消防費の対前年度比△３，０６８万円、△４．５％については、消防団員の退職報償金の増加と、職

員人件費の減、防災基盤整備事業の減によるものです。 

 教育費については、対前年度比△７，３３６万円、△２．８％については、職員人件費の減および篠

山城跡保存修理事業の減、西紀運動公園の管理費の減によるものです。 

 公債費については対前年度比△１億１，００９万円、△１．８％となっていますが、これは市債の繰

上償還と借換の終了による減および利子の減によるものです。 

 諸支出金の対前年度比△１億９，７６８万円、△７２．２％は、基金積立額の減少によるもので、前

年度は地域振興基金を積立していたものが終了したことが減の主な原因です。 

区 分 
平成２１年度  平成２０年度  

増減額 
 構成比  構成比 

議 会 費 172,762  0.8 192,744  0.9 △ 19,982 △ 10.4 

総 務 費 2,289,963  9.9 2,160,312  10.0 129,651 6.0 

民 生 費 3,929,863  17.0 4,177,185  19.2 △ 247,322 △ 5.9 

衛 生 費 3,848,496  16.6 1,745,086  8.0 2,103,410 120.5 

労 働 費 8,651  0.0 9,656  0.1 △ 1,005 △ 10.4 

農 林 水 産 業 費 1,222,668  5.3 1,373,632  6.3 △ 150,964 △ 11.0 

商 工 費 218,296  0.9 204,553  0.9 13,743 6.7 

土 木 費 2,118,964  9.1 2,091,686  9.6 27,278 1.3 

消 防 費 657,809  2.8 688,493  3.2 △ 30,684 △ 4.5 

教 育 費 2,587,736  11.2 2,661,097  12.2 △ 73,361 △ 2.8 

公 債 費 5,948,501  25.7 6,058,587  27.9 △ 110,086 △ 1.8 

諸 支 出 金 76,291  0.3 273,969  1.3 △ 197,678 △ 72.2 

予 備 費 90,000  0.4 90,000  0.4 0 0.0 

合 計 23,170,000  100.0 21,727,000  100.0 1,443,000 6.6 

増減率 

１ 目的別歳出の内訳 （単位：千円、％） 
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 人件費は、一般会計職員数を４４３人から４２５人としたこと、職員給与の引き下げを医師職を除く

全職員の給料月額の５％削減及び行政職給料表３級以上相当職員の期末手当を０．８ヶ月削減したこ

と、特別職について市長３０％、副市長・教育長１５％の削減等により対前年度比２億８，６４５万

円、△７．３％となっています。 

 扶助費は、老人医療費助成事業など県の行政改革に伴う福祉医療費の減などにより対前年度比△２，

０９６万円、△１．２％です。  

 公債費については、昨年度実施したミニ公募債の満期一括償還に伴う借換が終了したこと及び償還が

終了してきたことによる利子償還の減により対前年度比△１億９５４万円、△１．８％となっていま

す。これらを合わせた義務的経費は対前年度比△４億１，６９６万円、△３．６％となり、歳出に占め

る義務的経費の割合は昨年度より５．２ポイント減少の４８．４％となります。 

 物件費については、衆議院議員選挙及び県知事選挙に伴う経費が３，７５４万円の増となっています

が、施設の維持管理経費の見直し等により対前年度比△３，９４２万円、△１．１％となっています。 

 補助費等については再生計画により補助金の削減を行いましたが、新たに地域医療対策補助金が１億

８，０００万円、高料金対策に伴う水道事業への繰出金が６，８５４万円の増、後期高齢者医療納付金

が５，１２２万円の増となり対前年度比２億７，２８４万円、１５．２％の増となっています。 

 積立金については、地域振興基金積立が昨年度終了したことによる減です。 

 投資的経費に関しては、補助事業では学校耐震化工事で１億７，７５９万円増えたことにより対前年

度比１億５，９１２万円、４６．０％の増、単独事業では兵庫医大篠山病院の建設に伴う補助金が１９

億１，３７５万円増えたことにより、対前年度比１６億５，４６４万円、１９２．５％の大幅増となっ

ています。 

２ 性質別歳出の内訳 

区  分 
平成21年度  平成20年度  

増減額 
 構成比  構成比 

義務的経費 11,221,935 48.4 11,638,892 53.6  △ 416,957 △ 3.6 

   人件費 3,611,096 15.6 3,897,550  17.9  △ 286,454 △ 7.3 

   扶助費 1,662,385 7.2 1,683,349  7.7  △ 20,964 △ 1.2 

   公債費 5,948,454 25.6 6,057,993  27.9  △ 109,539 △ 1.8 

物件費 3,544,576 15.3 3,584,000  16.5  △ 39,424 △ 1.1 

維持補修費 37,588 0.2 25,909  0.1  11,679 45.1 

補助費等 2,073,716 9.0 1,800,880  8.3  272,836 15.2 

積立金 76,797 0.3 280,297  1.3  △ 203,500 △ 72.6 

投資及び出資・貸付金 23,600 0.1 12,200  0.1  11,400 93.4 

繰出金 3,082,135 13.3 3,088,924  14.2  △ 6,789 △ 0.2 

投資的事業 3,019,653 13.0 1,205,898  5.5  1,813,755 150.4 

  普通建設事業 3,019,653 13.0 1,205,898  5.5  1,813,755 150.4 

    補助事業 505,288 2.2 346,172  1.6  159,116 46.0 

    単独事業 2,514,365 10.8 859,726  4.0  1,654,639 192.5 

予備費 90,000 0.4 90,000  0.4  0 0.0 

合  計 23,170,000 100.0 21,727,000  100.0  1,443,000 6.6 

増減率 

（単位：千円、％） 
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主な財政指標 

  会計区分 平成11年度 

末現在高 

平成12年度 

末現在高 

平成13年度 

末現在高 

平成14年度 

末現在高 

平成15年度 

末現在高 

平成16年度 

末現在高 

平成17年度 

末現在高 

平成18年度 

末現在高 

平成19年度 

末現在高 

平成20年度 

末現在高 

見込額 

平成21年度

末現在高 

見込額 

  一般会計 29,829,739  36,923,724  45,061,601  51,521,323  55,992,494  55,467,713  53,855,024  51,615,350  47,945,558  44,177,204  41,307,448  

  一般会計      計 29,829,739  36,923,724  45,061,601  51,521,323  55,992,494  55,467,713  53,855,024  51,615,350  47,945,558  44,177,204  41,307,448  

  住宅資金特別会計 383,781  347,744  300,674  258,642  214,387  174,811  147,524  118,035  96,572  75,475  42,482  

  観光施設事業特別会計     200,000  200,000  200,000  200,000  188,236  176,472  164,708  152,944  141,180  

  土地取得特別会計 359,959  12,164  6,214                  

  
下 水 道 事 業 特 別 会 計 

 （公共下水道） 
8,363,383  9,202,803  10,776,867  12,341,848  14,064,380  14,611,717  14,435,820  13,954,651  13,534,702  12,934,812  12,500,834  

  
下 水 道 事 業 特 別 会 計                  

（特定環境保全公共下水道） 
7,309,914  9,852,527  11,891,004  13,779,303  14,357,369  14,157,704  13,845,706  13,497,554  13,076,284  12,653,135  12,214,320  

  農業集落排水事業特別会計 6,233,522  7,791,719  9,117,861  10,752,132  11,736,017  11,854,283  11,637,400  11,370,309  11,047,739  10,719,099  10,365,674  

  宅地造成事業特別会計 46,710  50,620  104,520  92,420  80,320  68,220  56,120          

  
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計          

（直営診療所） 
83,488  74,565  65,224  55,442  45,451  34,991  24,036  15,363        

  特別会計      計 22,780,757  27,332,142  32,462,364  37,479,787  40,697,924  41,101,726  40,334,842  39,132,384  37,920,005  36,535,465  35,264,490  

  水道事業会計 6,055,966  7,303,716  9,842,340  12,970,139  15,521,122  16,493,503  17,574,379  17,726,139  17,631,452  17,283,187  16,649,293  

  ガス事業会計 363,686  713,511  1,328,420  1,393,892  1,391,096              

  国民宿舎特別会計 15,777  12,235                    

  公営企業会計      計 6,435,429  8,029,462  11,170,760  14,364,031  16,912,218  16,493,503  17,574,379  17,726,139  17,631,452  17,283,187  16,649,293  

59,045,925  72,285,328  88,694,725  103,365,141  113,602,636  113,062,942  111,764,245  108,473,873  103,497,015  97,995,856  93,221,231    合     計 

会計別地方債残高 

（単位：千円、％） 

（単位：千円） 

 区   分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 

経常収支比率 78.8  81.5  80.6  84.8  86.5  94.3  

公債費比率 16.3  17.2  18.1  18.7  19.5  20.7  

起債制限比率（３ヵ年平均） 10.7  11.8  12.6  12.9  13.0  13.2  

実質公債比率（３ヵ年平均） - - - - - - 

将来負担比率 - - - - - - 

財政力指数 0.468  0.489  0.503  0.498  0.483  0.475  

標準財政規模等 13,906,693  14,122,268  14,430,003  14,587,276  14,753,251  14,841,305  

市債残高 29,829,739  36,923,724  45,061,601  51,521,323  55,992,494  55,467,713  

       

 区   分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 
平成20年度 

決算見込 

平成21年度 

当初予算 
 

経常収支比率 92.3  97.2  97.7  96.1  96.9   

公債費比率 20.8  21.5  22.6  21.0  20.2   

起債制限比率（３ヵ年平均） 13.2  13.3  13.7  14.1  14.3   

実質公債比率（３ヵ年平均） 16.0  17.9  19.5  21.7  22.8   

将来負担比率 - - 298.8  310.0  303.0   

財政力指数 0.462  0.460  0.453  0.448  0.419   

標準財政規模等 15,217,367  15,667,817  15,743,061  16,001,727  16,139,299   

市債残高 53,855,024  51,615,350  47,945,558  44,177,204  41,307,448   
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会計名 
平成21年度    

当初予算額 

平成20年度    

当初予算額 
増減額 前年度対比 

一般会計   計 23,170,000 21,727,000 1,443,000 6.6 

住宅資金特別会計 40,462 25,961 14,501 55.9 

下水道事業特別会計 2,572,699 2,399,572 173,127 7.2 

  公共下水道 1,477,406 1,313,290 164,116 12.5 

  特定環境保全公共下水道 1,095,293 1,086,282 9,011 0.8 

農業集落排水事業特別会計 789,496 780,593 8,903 1.1 

公営駐車場事業特別会計 4,801 7,221 △ 2,420 △ 33.5 

診療所特別会計 0 89,627 △ 89,627 皆減 

観光施設事業特別会計 32,926 23,899 9,027 37.8 

国民健康保険特別会計 4,821,541 4,560,478 261,063 5.7 

  事業勘定 4,628,618 4,426,175 202,443 4.6 

  直営診療所勘定 192,923 134,303 58,620 43.6 

老人保健特別会計 8,211 486,519 △ 478,308 △ 98.3 

後期高齢者医療特別会計 494,600 536,250 △ 41,650 △ 7.8 

介護保険特別会計 3,244,902 3,278,170 △ 33,268 △ 1.0 

  介護保険事業勘定 3,205,106 3,224,198 △ 19,092 △ 0.6 

  介護サービス事業勘定 39,796 53,972 △ 14,176 △ 26.3 

特別会計   計 12,009,638 12,188,290 △ 178,652 △ 1.5 

農業共済事業会計 130,732 148,895 △ 18,163 △ 12.2 

水道事業会計 2,708,796 2,775,947 △ 67,151 △ 2.4 

企業会計     計 2,839,528 2,924,842 △ 85,314 △ 2.9 

合        計 38,019,166 36,840,132 1,179,034 3.2 

会計別当初予算額一覧 
（単位：千円、％） 
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